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土砂・流木の流出（赤谷川）

○○がわ かつらがわ

浸水被害（桂川）

砂防堰堤による流木の捕捉状況（妙見川）
みょうけんがわ

山腹崩壊（北川）
きたがわ

平成29年7月九州北部豪雨による被害
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九州北部豪雨等の豪雨災害による中小河川の氾濫など、近年の豪雨災害の特徴を踏まえて実施した、「全国の中
小河川の緊急点検」の結果に基づき、土砂・流木捕捉効果の高い透過型砂防堰堤等の整備、多数の家屋や重要
な施設の浸水被害を解消するための河道の掘削等、洪水に特化した低コストの水位計（危機管理型水位計）の設
置について、平成３２年度を目途に対策が行われるよう、交付金による支援等を実施。

全国の中小河川の緊急点検結果と対応策（概要）

土砂・流木による被害
の危険性

↓

透過型砂防堰堤等の整備

再度の氾濫発生
の危険性

↓

河道掘削・堤防整備

洪水時の水位監視
の必要性

↓

危機管理型水位計の設置

約５，８００箇所
（約５，０００河川）

約３００ｋｍ
（約４００河川）

全国の中小河川 約２万河川

都道府県と連携して点検を実施し、優先箇所を抽出

近年、洪水により被災した履歴があり、再度の氾濫
により多数の家屋や重要な施設（要配慮者利用施
設・市役所・役場等）の浸水被害が想定される区間

緊急点検を踏まえた中小河川緊急治水対策プロジェクトとして全国の中小河川で実施（全体事業費約3,700億円）

五ヶ瀬川水系北川（宮崎県）

人家や重要な施設（要配慮者利用施設・市役所・

役場等）が浸水するおそれがあり、的確な避難判
断が必要な箇所

洪水に特化した低コストな水位計の設置例赤谷川における土砂・流木被害

約７００渓流
（約５００河川）

土砂・流木を伴う洪水により被災があった渓流で、
流木捕捉機能を有する砂防施設等がなく、下流
の氾濫域に多数の家屋や重要な施設（要配慮者
利用施設・市役所・役場等）を抱える渓流

＜抽出の考え方＞ ＜抽出の考え方＞ ＜抽出の考え方＞

桂川における浸水被害
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緊急点検を踏まえた中小河川緊急治水対策プロジェクト （土砂・流木対策）

約７００渓流 （約５００河川） （事業費 約１，３００億円）

山地部の渓流 河川（上流）

（砂防堰堤未整備の箇所） （砂防堰堤整備済の箇所）

不透過型 透過型

透過型砂防堰堤の新設

改
良

既設砂防堰堤の改良 流木捕捉工の新設

河道に流入した流木を捕捉

対策の内容・効果

対策箇所

九州北部豪雨では、局地的かつ猛烈な降雨により、急流河川などで大量の土砂や流木が発生し、被
害が拡大したことから、土砂・流木による被害の危険性が高い中小河川において、土砂・流木捕捉効
果の高い透過型砂防堰堤等の整備により土砂・流木の流出を防止。

土砂・流木捕捉効果の高い透過構造の
砂防施設により土砂・流木の流出を防止

透過型砂防堰堤による流木捕捉事例

過去に土砂・流木を伴う洪水により被害があった谷底平野を流れる河川及びその上流にある渓流で、流木捕
捉機能を有する砂防施設がなく、下流の氾濫域の多数の家屋や重要な施設（要配慮者利用施設・市役所・役
場等）に浸水被害が想定される河川及び渓流

※上流で治山事業が実施される場合には、林野庁と連携し、上下流一体と
なった対策に取り組む
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緊急点検を踏まえた中小河川緊急治水対策プロジェクト （再度の氾濫防止対策）

対策の内容・効果

対策箇所

流下能力を向上させ、多数の家屋や重要な施設の浸水被害を解消

近年、中小河川で越水等により度重なる浸水被害が発生していることから、浸水家屋数が多いなど、
緊急的に再度の氾濫防止対策が必要な区間において、河道の掘削などにより流下能力を向上させ
多数の家屋や重要な施設の浸水被害を解消。

約３００km （約４００河川） （事業費 約２，３００億円）

重要水防区間のうち、近年、洪水により被災した履歴があり、再度の氾濫により多数の家屋や重要な施設（要配
慮者利用施設・市役所・役場等）の浸水被害が想定される区間

氾濫を防止する対策

＜堤防の整備＞＜河道掘削＞

（工事の事例）

（イメージ） （イメージ）

（工事の事例）

（対策箇所イメージ）

浸水する市役所

浸水する多数の家屋や市役所

※

※流下能力の不足等により洪水に対して弱部となっている区間

（注）事業費には直轄区間での対策費を含む
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緊急点検を踏まえた中小河川緊急治水対策プロジェクト （洪水時の水位監視）

約５,８００箇所（約５,０００河川） （事業費 約１１０億円）

対策の内容・効果

危機管理型水位計の設置

※従来型の１／１０以下のコスト

（１００万円/台以下）

※長期間メンテナンスフリー

（無給電５年以上稼働）

0

5,000

10,000

H25 H29 点検結果

約5,200

約11,000

活用イメージ

＜危機管理型水位計の概要＞ ＜水位計の設置数＞

近隣住民や
要配慮者の避難を支援

避難の状況判断や河川計画等の策定のための水位計の設置が進んでおらず、洪水時における河川
水位等の現況把握が困難であることから、水位把握の必要性の高い中小河川において、洪水に特
化した低コストの水位計（危機管理型水位計）を設置し、近隣住民の避難を支援。

対策箇所

水位計の設置箇所

約２倍

河川全体の洪水等の状況を
把握できる代表的な箇所

人家や重要な施設（要配慮者利用施設・市役所・役場等）の浸水の危険性が高く、的確な避難判断のための

水位観測が必要な箇所

重要施設等がある箇所

洪水氾濫の恐れの高い箇所

地方公共団体、
河川管理者、住民 等

HPで公表

（水位情報の配信イメージ）

※都道府県等の管理区間に限る

洪水時の水位観測に特化した
小型で低コストの水位計

（注）事業費には直轄区間での対策費を含む
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